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第１０章 米国州政府における高等教育予算編成プロセスの現状 

 
水田健輔（国立大学財務・経営センター） 

 
１. はじめに 

 日本の国立大学も法人化後6年を経て、2009年度末をもって第一期中期目標期間を終了する。

この間（2004～09 年度）に も問題とされた点の一つは、本来「高等教育及び学術研究の水準

向上と均衡ある発展」（国立大学法人法第１条）を目指したはずの法人化政策が行財政改革の

一環にすり替わり、国立大学の基盤的な活動原資である運営費交付金が歳出削減のターゲット

にされたことである。具体的には、設置基準内標準教員人件費を除く教育研究経費が年 1％ず

つ削減され（効率化係数）、また病院再開発にともなう借入財源の償還に当たり不足分を措置

する附属病院運営費交付金が、病院収入の年 2％増加を前提に計算される（経営改善係数）と

いった、全大学一律のルールによる予算削減が絶え間なく行われた。その結果、多くの国立大

学で基盤的な教育・研究経費の不足感が高まっており、競争的に配分される研究資金等でその

欠損を補わなければならなくなっている。よって、競争的資金の獲得能力に応じて、大学の財

務状況や将来的な教育・研究の方向性に「格差」や「二極化」と呼ばれ得る事態が進んでいる

（Mizuta and Yanagiura 2008）。こうした状況は、国立大学が自らの使命を積極的に果たして

いくために「個性化」や「差別化」を進めているというよりも、入手できる資源の過不足にも

とづいて、否応なく消極的な分化が進んでいると解釈するのが正しい（天野 2008, 328-331）。

よって、国立大学が今後期待される機能を積極的に果たすためには、資源配分メカニズムの問

題に解を求めなければならない。 

そこで、国立大学の教育・研究活動を基盤的に支える財源がどのようなコストをカバーし、

どの程度の金額が必要とされ、いかなる配分メカニズムをとることが 適であるかを探究する

ために、科学研究費補助金にもとづく研究プロジェクトが 2007 年度から進められている（基

盤研究(B)「国立大学法人における基盤的教育研究経費に関する研究」・課題番号 19330191）。

この研究は、(1)日本の国・公立大学の過去の予算積算根拠に関する研究、(2)国立大学におけ

る現状のコスト分析、(3)海外の公的高等教育機関に対する政府財源措置との比較研究という 3

つのアプローチを総合して進めており、本稿はこのうち 3 番目のアプローチ（国際比較）の一

部をなすものである。 

具体的には、SHEEO（State Higher Education Executive Officers）と共同で 2008 年 1～3

月に実施した「公的高等教育に対する州政府予算プロセス（State Budget Process for Public 

Higher Education）」調査の結果を分析し、米国における州政府高等教育予算の要求額算出方

法、審議プロセス、考慮事項、影響要因などをマクロ的な視野から把握する。その上で、日本

の高等教育予算制度にとって示唆となる点をまとめる。 

 
２. 州政府高等教育予算の傾向と先行研究のレビュー 

2-1 州政府高等教育予算の傾向 

 米国州政府の高等教育予算については、フルタイム換算（FTE）学生一人当たりの金額が 2005

年度1の 6,438 米ドルを底にして徐々に回復しつつあり（2008 年度 7,044 米ドル）、また家計・

学生の純負担額（Net Tuition）も、この 4 年間は総収入の 36％前後で安定的に推移していた
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（SHEEO 2009）。一般に景気の後退による税収の減少と社会保障関係支出の増加が生じると、

学費の値上げで相殺されることを見越して高等教育予算は徐々に削減される傾向にあり、また

景気が回復期に入っても学費の水準は下がらず、高等教育予算は容易に元の水準には戻らない

ことが知られている（Zumeta 2008, 90）。つまり、Layzell（2007, 1-5）がいみじくも指摘し

ているように、高等教育予算は州政府全体の予算規模を後追いする形でほぼ同期した増減をみ

せており2、メディケイド（Medicaid）や K-12 などの義務的経費に政策的な優先順位を譲って

いるのが現状である。こうした全米の傾向を再確認するために作成したのが、図 10-1 である。 

 

図 10-1 全米の州政府支出等における対前年度変化率（1998～2007 年） 
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出所：SHEEO, NASBO3 

 

 実は、州政府支出の総額は、この 10 年間に増加率が衰えることがあっても、決して減少は

記録していない。それに対して、高等教育に対する州政府交付金の規模は、2003 年度の州政府

支出伸び率の鈍化に過剰に反応し、大きなマイナスを記録している。ただし、気をつけなけれ

ばならないのは、高等教育に対する州政府交付金総額が前年度比で減少したのは 2003～04 年

度の 2 年間だけだということである。しかし、学生数はその前後をとおして一貫して増加を続

けていたため、学生あたりの州政府交付金額は、2001～05 年度にかけて連続でマイナスを記録

している。つまり、よく話題にのぼる「州政府交付金の縮小」とそれを相殺するための「授業

料の引き上げ」は、高等教育に対する州政府交付金の総額の増減を指していわれていることで

はなく、実は学生一人あたりの傾向を示しているのである。 

さらに、2008 年の金融危機に端を発した米国の景気後退は、州政府の高等教育予算に対して

大きな削減圧力をかけている。NGA（National Governors Association）によると、2008、2009

の両年度で全米の州政府は約 2,000 億米ドルの財源不足を見込んでおり、前年度比で 1％弱微

増していた 2008 年度の高等教育予算（785 億米ドル）も年度途中での削減が避けられない状況

である。ただし、連邦政府は高等教育予算を直近 5 年間の平均水準よりも落とさないように州

政府に要請しており、このルール（Maintenance-of-Effort）は、2008 年に改正された高等教

育法（Higher Education Act）の中で明文化された。よって、今後このルールを守ることがで
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きない州がでてきた場合、こうした州に対する連邦政府資金の提供が罰則として削減される恐

れもでている（”New Rule on Spending by States lacks Teeth”, The Chronicle of Higher 

Education , February 6, 2009, A1・A11）4。 

 このように米国州政府の高等教育予算は経済状況に大きく左右されている。それを逆からみ

れば、高等教育機関や複数の機関を統括するシステムレベルなどの供給サイド、ならびに政府

と機関のバッファとなる仲介機関5は、こうした不安定な州政府財源に対抗するため、高等教育

の戦略性や持続可能性を見据えた要求額の算出方法や堅固な根拠を用いていると考えられる。

本稿では、こうした側面に注目した論考を進めていきたい。 

 

2-2 州政府の高等教育予算に関する先行研究 

 全米の州政府における高等教育予算の編成方法およびその根拠を相互比較する試みについ

ては、Millett(1952)や Miller(1964)などの古典ともいえる先駆的な研究が存在する。特に

Miller は、当時 新の公共予算理論の紹介と高等教育に対する応用を検討するとともに、カリ

フォルニア、フロリダ、インディアナ、ケンタッキー、テキサス、ニューメキシコ、オクラホ

マ、テネシーなどの州政府予算プロセスで実際に使用されていたアウトプット単位費用を算定

基礎とするファンディング・フォーミュラ（funding formula）の設計を丹念に比較分析して

いる。そして、こうした道標的な研究から派生して、技術論としての費用計算手法の精緻化と

実証研究が重ねられ、Bowen（1980）のような成果も生まれた6。 

その後、こうした個別各州の詳細比較とは別方向から、ファンディング・フォーミュラの属

性分類を行い、全米を対象にした網羅的な調査と継続的な経年変化分析の基盤を作った

Gross(1979, 1982)の功績は大きい。具体的には、機能分野の設定（教育、学術支援、機関内

研究、社会貢献、学生支援、施設・設備の運営・維持、機関管理業務など）、機能分野別の計

算方法の特性、基本変数の種類（頭数学生数、FTE 学生数、単位時間数、教員数、学生・教職

員構成等、E&G 予算規模、施設面積など）といった視点から属性分類を行っており、特に計算

方法については、McKeown-Moak と MGT of America が現在でも使用している表 10-1 のような 3

分類を考案した。 

 

表 10-1 Gross によるファンディング・フォーミュラの計算方法分類 

 
名称 略称 内容 

基本変数単位費用方式 

（Rate per Base Factor Unit） 
RBFU 

単位費用に基本変数の予測値を掛けて求める方法（例．教育

費用＝FTE 学生当たり費用×FTE 学生数予測） 

対基本変数定率方式 

（ Percentage of Base 

Factor） 

PBF 
他の機能分野の所要額に対する定率計算方法（例．機関管理

費用＝教育費用×定率） 

学生・教職員構成による基本

変数・平均人件費利用方式 

（ Base Factor/Position 

Ratio with Salary Rate） 

BFPR/SR

予め規定されている学生・教職員構成比にもとづく教職員所

要人数に平均人件費を掛ける方式（例．教員人件費＝S/T 比

にもとづく所要教員数×教員平均人件費） 

出所：Gross(1979, 1-2)より作成 
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 このように Gross により確立された全米を対象にするファンディング・フォーミュラ調査は、

McKeown-Moak と MGT of America により引き継がれ、1980 年代から直近では 2006 年まで継続

的に実施されている。直近 2 回（1996 年と 2006 年）の調査結果については、McKeown-Moak（1996, 

2006）と MGT of America（2001）に詳しい報告がなされており、特に 2006 年の調査では、フ

ァンディング・フォーミュラのみにこだわらず、利用されている予算配分方式を類型化7し、ま

たフォーミュラが使用されている場合には、州政府予算の一連のプロセスのどの局面で使用さ

れているのかといった詳細情報の収集も行われている。以下、McKeown-Moak と MGT of America

が使用している主な類型化の枠組みを表 10-2 に紹介しておく。 

 

表 10-2 予算配分方式とファンディング・フォーミュラの分類 

 

分類 類型 

予算配分方式 
学生数比例フォーミュラ、ベンチマーク・フォーミュラ、業績ファンディ

ング、業績契約、バウチャー、ベースライン増減、混合型 

利用機関類型 
全機関（統一）、全機関（不統一）、研究大学、大学、コミュニティ・カレ

ッジ、職業・技術専門学校、市立機関、特別機関、その他 

利用局面 

知事・議会への予算要求時、知事予算編成時、議会予算編成時、一括交付

金計算時、特定目的交付金計算時、議決後の配分時、期中の予算削減時、

その他 

機能分野8 
教育、研究、社会貢献、学術支援、学生支援、義務的拠出、機関運営管理、

施設・設備の運営・維持、奨学金と特別研究員、収益事業、病院 

計算方法 RBFU、PBF、BFPR/SR 

基本変数 

教育：頭数学生数、FTE 学生数/教員数、単位時間数 

研究：単位時間数、受託研究金額、FTE 学生数/教員数 

社会貢献：単位時間数、個別貢献事項支出、FTE 学生数/教員数 

学術支援・学生支援：単位時間数、頭数学生数、FTE 学生数/教員数 

機関運営管理：単位時間数、頭数学生数、FTE 学生数/教員数、その他 

施設・設備の運営・維持：NSF/GSF9、施設面積、取替費用、単位時間数、FTE

学生数/教員数 

奨学金と特別研究員：単位時間数、頭数学生数、学費収入 

フ
ァ
ン
デ
ィ
ン
グ
・
フ
ォ
ー
ミ
ュ
ラ 

その他 

包括的計算/個別予算項目計算 

専攻分類、修学レベル、機関分類、施設分類（施設・設備の運営・維持） 

費用分類（固定費/変動費） 

出所：McKeown-Moak（2006）と MGT of America（2001）より作成 

 

この他に、単発的な全米調査としては、ミシガン州上院財政調査局（Senate Fiscal Agency）

で行われた Jeffries and Smith-Tyge (2000)があげられる。ファンディング・モデルの類型、

州政府予算の配分主体、4 年制大学の統制機構、キャンパスの数、特別予算の有無と内容、資

本予算の内容、私立大学への支援の有無と内容などを調べたもので、フォーミュラのみを使用
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している州（8 州）が南部に集中している地域性の問題や、フォーミュラとベースライン増減

予算（この調査では、Decision-Package と名づけている）の複合型が も多くの州（18 州）

で採用されている点など興味深い指摘がある。 

なお、全米における業績ファンディングの導入状況については、Burke が継続的に調査を行

っており、Burke and Minassians（2003）において 1997～2003 年度までの 7 年間の動向が報

告されている。このような、米国の高等教育予算における評価とファンディングのリンクに関

しては、日本でも数多くの研究成果が発表されており、 近では吉田（2007a, 2007b, 2009）

が包括的な報告を行っている。 

 

３. 本研究の手法と使用データの説明 

SHEEO との共同調査は、全米の SHEEO agencies と呼ばれる仲介機関（理事会や調整委員会な

ど）もしくは大学システムに対して、計 31 問の調査票（文末の参考資料を参照）を配布・回

収したもので、50 州中 39 州から回答を得ている（回収率：78.0％）。調査票の概略は、表 10-3

のようなものとなっており、先行研究にあるような予算要求の作成方法はもとより、米国州政

府の一連の予算プロセスにおいて、高等教育機関側の予算要求から、行政府の知事予算案を経

て、州議会で議決され、実際に機関に配分されるまでの間に、どのような点が決定要因として

重要視されているのかということを確認するものになっている。 

 
表 10-3 調査票の概要 

 

・予算サイクル（１年サイクル、２年サイクルなど） 

・財政的な諸権限（授業料の決定、予算の繰越など） 

・経常予算要求時： 

要求額算出方法（ベースライン増減方式、フォーミュラ、混合方式など） 

要求額算出のための重点項目（在学生数、就学レベル、インフレ、給与改定、生産性向上など） 

公財政支出に対する要求根拠（業績指標、ベンチマーク、内的優先事項、外的優先事項、授業料水準 

の維持、学生支援など） 

・知事予算案および議会議決時： 

予算水準への影響要因（上記経常予算要求時の「要求額算出のための重点項目」と同じ選択肢） 

予算根拠としての考慮項目（上記経常予算要求時の「公財政支出に対する要求根拠」と同じ選択肢） 

・議決予算の機関配分時： 

 機関配分方法（一括配分、科目配分、特別科目配分など） 

決定要因（上記経常予算要求時の「要求額算出のための重点項目」と同じ選択肢） 

考慮項目（上記経常予算要求時の「公財政支出に対する要求根拠」と同じ選択肢） 

・当初の機関側要求額に対する、知事予算案額、議会議決時予算額の変化 

・予算執行状況のチェック方法 等 

 
なお、今回調査票の回答データを分析するに当たっては、次のような各州の属性との相関も

検証することとした。 
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a. 高等教育支出の州政府支出総額に占める割合 

b. 高等教育への州政府支出額とその変動 

c. フルタイム換算学生当たり純負担割合とその変動 

d. 高等教育フルタイム換算学生規模とその変動 

e. 4 年制大学教授職の平均給与とその変動 

f. 高等教育にかかる物価水準とその変動 

g. その他（失業率、初等中等教育支出、メディケイド支出、知事・議会の政党、大学ラン

キング、立地等） 

 
４. 米国州政府の高等教育予算研究の結果 

 本節では、まず SHEEO との共同調査の結果を概観した上で、各州の属性と予算制度・プ

ロセスの関係について仮説を立て、検証していきたい。 

 

4-1 調査結果の概要 

4-1-1 財政的な諸権限 

 この設問は、高等教育分野の収入に関して、授業料・手数料の設定権限や繰越権限、州政府

交付金の繰越権限などが、法律上誰に属しているかを調べたものである（複数回答可）。 

 

図 10-2 財政的な諸権限の所有者 
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図 10-2 をみてみると、授業料や手数料の決定など事前決定の議論では、システムや理事会

に権限が集中しており、予算執行残の繰越など結果の議論に関しては個別機関がほぼ裁量を持

っていることが分かる。具体的には、授業料水準の決定は 30 州（76.9％）でシステムや理事

会が主導権を握っており、個別機関レベルで係ることができるのは 14 州（35.9％）に過ぎな

い。しかし、同収入の残額繰越は機関レベルで行われている州が 35 州（89.7％）と大多数を

占めている。 

注目されるのは、こうした学生・家計の負担にかかわる収入について、選挙で選ばれた知事

や議会の関与が少ない点である。結局、授業料や手数料は、州政府交付金の不足額を補てんす

るものであり、交付金の額が行政府と議会で決定された後は、システムや理事会、個別機関の

責任で運営上必要な残額を計算し、授業料・手数料で賄うという差額補てん的な構造が前提と
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されているとみられる。ただし、議会が授業料設定権限を機関やシステムと共有しているケー

スも 8 つの州でみられる。こうした州では、高等教育機関へのアクセス確保のために、議会が

授業料の上限値を設定したり（オハイオ、オクラホマ）、法律上で授業料水準が「議会の意向

に沿う」ことを規定しているようなケース（ノースカロライナ）もある。また、回答では議会

の関与を答えていないものの、メリーランド、ミネソタ、ミズーリなどの州では、法律上の権

限とは別に議会の圧力による授業料ルールの設定などが行われている。さらに、それとは逆に、

法律上で議会権限となっている授業料設定権を理事会が訴訟を起こして獲得しようとしてい

るフロリダのような例もある。 

なお、州政府交付金の繰越権限については、個別機関レベルで繰越可能な州が 24州（61.5％）、

行政府で管理する州が 14 州（35.9％）となっている。ただし、行政府と議会が繰越をコント

ロールしていると回答したルイジアナとノースカロライナにおいても、州政府交付金総額の一

定割合（2～2.5％）を上限として、機関に繰越を認めているケースがある。よって、約 3 分の

2 の州で機関レベルの費用節減努力や将来を見据えた戦略的な財源の保持が認められる仕組み

となっている。 

 

4-1-2 経常予算要求額の算出方法 

 この設問は、行政府や議会に提出するための予算要求額の算出に当たり使用している手法に

ついて、ファンディング・フォーミュラ、ベースライン増減、混合（フォーミュラ主体）、混

合（ベースライン主体）の 4 区分で確認したものである。 

 

図 10-3 経常予算要求額の算出方法（州政府総支出に占める高等教育支出の割合別） 
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フォーミュラ（計算式）のみで要求額を算出している州は、回答した 39 州のうち、わずか 3

州（アーカンソー、ノースダコタ、テネシー）に過ぎない。逆に、ベースライン増減のみで要

求額を決定している州が 19 州（48.7％）あり、ほぼ半分となっている。特に州政府総支出に

占める高等教育支出の割合10と算出方法には強い相関がみられる（図 10-3）。具体的には、0-5％

グループ（デラウェア、メイン、ニューハンプシャー、ペンシルバニア、ワイオミングの 5 州）

はすべてベースライン増減しか使用していないのに対して、20％以上のグループ（5 州）では

8 割の州（ケンタッキー、ノースダコタ、ニューメキシコ、オクラホマの 4 州）でフォーミュ
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ラを重視した算出が行われている。他の 3 グループをみても、州政府支出に占める割合が高く

なるほど、フォーミュラ重視に傾いていることが分かる。つまり、高等教育が州財政におよぼ

す影響が小さい場合には、利害関係者の調整も少ないため、ベースラインの増減で簡略に決定

することができ、逆に影響が大きな州は、客観的な根拠をもとに利害関係者の納得を得なけれ

ばならず、フォーミュラが重点的に使用されているという仮説も考えられる。この件について

は、４．２．で詳しく検討する。 

なお、記述回答から特に注目されるものをあげると、ケンタッキーでは 2006・2007 年度予

算においてベースラインから他州をベンチマークするフォーミュラに移行したこと、ミネソタ

とオハイオでは逆に計算の複雑さや財源総枠とのかい離からフォーミュラを放棄したこと、メ

リーランドやネブラスカではコミュニティ・カレッジのみフォーミュラを使用していることな

どがある。特に他州のファンディング水準に目を配る取組は、複数の州（コロラド、カンザス、

ケンタッキーなど）でみられ、コロラドは NCHEMS（National Center for Higher Education 

Management Systems）の調査結果をもとに、2009 年度予算から抜本的なモデルの変更を予告し

ている。 

 

4-1-3 要求額算出のための重点項目 

 この設問は、ファンディング・フォーミュラ方式とベースライン増減方式のそれぞれにおい

て、どのような要因が要求額の算出上重視されているかを確認したものである。回答は、8 つ

の項目について、重要度を 3 段階（高・中・低）で評価して回答したものであるが（図 10-4）、

全体的な傾向をみやすくするために、重要度に応じて高いものから 3 点、2 点、1 点を加点し、

合計点数を比較したのが図 10-5 である。 

 

図 10-4 要求額算出のための重点項目（重要度別） 
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図 10-5 要求額算出のための重点項目（重要度点数化） 
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今回の回答州のうち 20 州（51.3％）は、何らかの形でフォーミュラを要求額算出に使用し

ており、その算定基礎として も重要視しているのは在学生数と就学レベルである。特に在学

生数については、重要度を中・低レベルとしている州はなく、無回答の一州を除いてフォーミ

ュラを使用するすべての州が高重要度と位置づけている。経常的な財源需要額を教育サービス

の利用者数で測るのが合理的とみられる州、より端的にいえば学生数が増加している州は、学

生数をコスト・ドライバーとした計算式による算出を採用する傾向にあるという仮説が考えら

れる。他方、ベースライン増減方式を全面的あるいは部分的に採用している州は、36 州（92.3％）

とほとんどを占めており、給与水準の改定、新規プログラムの開始、インフレーションの考慮、

新規施設の維持運営費などが重要視されている。ここで明らかになっているのは、費目により

費用の増減要因が異なるため、要求額の算出方法には使い分けが必要となっている点である。

具体的には、全体で一律に増加する要因（給与の改定、インフレなど）や過年度に存在しない

新規要因（新規施設、新規プログラムなど）など供給サイドの増加については、ベースライン

を定率で引き上げたり、新規部分を加算する方が容易であり、フォーミュラは需要サイドのド

ライバー（在学生数など）で変動する費目に対して有効と考えられているという仮説を立てる

ことができる（後ほど４．２．で検証する）。言い換えれば、「単価×個数」で決定する所要額

について、単価の変更が頻繁な場合にはベースラインが、個数の変更に対応するにはフォーミ

ュラが適しているという考えである。 

ちなみに、この考えはいくつかの州の記述回答からも裏づけられている。例えば、フォーミ

ュラを使用していないデラウェアではインフレやエネルギー費用の調整が、またニュージャー

ジーでは給与の改定が、要求額算出の主な内容となっている。逆に、フォーミュラを重視して

いるケンタッキーやミシシッピーでは、フルタイム換算学生当たりの E&G（Education & 

General）費用が主な増減要因となっており、バージニアも在学生の増加にともなう要求額の

算出はフォーミュラで対応すると記載している。逆にベースラインを重視しているバージニア

でさえも、在学生数の伸びによる増額要求だけはフォーミュラで算定している。 

 

4-1-4 公財政支出に対する要求根拠 

この設問は、政府に公的財源を求める正当性の根拠あるいは機関やシステムレベルの戦略性

の観点から、何が重要視されているかを確認したものである。回答は、9 つの項目について、

(3)と同じく重要度を 3 段階（高・中・低）で評価して回答したものである（図 10-6）。この設
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問も全体的な傾向をみやすくするために、重要度に応じて高いものから 3 点、2 点、1 点を加

点し、合計点数を比較した（図 10-7）。 

 

図 10-6 公財政支出に対する要求根拠（重要度別） 
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図 10-7 公財政支出に対する要求根拠（重要度点数化） 
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要求根拠や機関戦略上の重点として も強く認識されているのは、内外の優先事項となって

いる。内的優先事項については、優秀な教員を獲得するための給与面での競争優位などを指し

ており、また外的優先事項は州経済への貢献や需要の大きな分野への人材供給などが含まれて

いる。特に州政府・議会に対して予算要求をする際に外的優先事項の強調は欠かせないものと

なっており、低レベルの優先順位をつけているのは、アラバマとルイジアナの 2 州のみとなっ

ている（ニュージャージーの無回答は低レベルに集計）。ただし、高度に重要視している項目

だけを取り上げれば、ニードベースの学生支援の増加（22 州・56.4％）がトップであり、授業

料水準の維持（18 州・46.2％）も少なくない回答を得ている11。これは、2002-07 年度の間に

全米のフルタイム換算学生一人当たり州政府交付金が 7.7％減少し、学生・家計の純負担額が

21.9％上昇する中（SHEEO 2008a, 26-29）、高等教育へのアクセスの改善を求めて予算を要求

している姿が浮き彫りとなっている。こうした重点の置き方の差異については、SHEEO（2008a, 

36-38）にあるような、フルタイム換算学生一人当たりの(1)純負担額、(2)州政府交付金額、
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(3)州政府学生支援額の全米平均水準に対する各州の位置づけなどとの相関が考えられる（後

ほど４．２．で検証する）。 

なお、業績指標を使用した成果主義的な配分やベンチマーキングによる他州の政府負担レベ

ルと比較した要求に関して、高度に重要と考えている州は 4 分の 1 程度（10～11 州）と限られ

ているが、成果指標について中程度の重要性を見出している州が 16に達しているのをみると、

無視できない要素になりつつあることが分かる。Salmi and Hauptman（2006）にあるようなフ

ァンディング・メカニズムの進化12を前提にすると、特にケンタッキー、ミシシッピー、オレ

ゴン、テネシー、バージニアの 5 州では、この 2 項目が両方とも高度に重要視されており、他

州に先行している感がある。 

 
4-1-5 予算要求の通過状況 

 この設問は、機関ベースの予算要求をシステムや仲介機関等が総括して行政府に提出した後、

行政府が知事予算にどの程度の金額を計上したか、そして 終的にいくらが議決されたかを聞

いたものである。金額ベースでは検討しにくいため、当初要求額を 1 とした指数に直し、グラ

フ化したものが図 10-8 である13。 

 

図 10-8 行政府予算案と議決法案の金額水準（当初要求額=1） 

 

 
 

まず、行政府予算に承認される率は、平均 89.3％（ 大 123.4％・ 小 26.7％）となってい

る。その後、行政府予算案が州議会に法案としてかけられ、議決した際の予算は平均 90.8％（

大 121.2％・ 小 34.9％）と、議会審議の際に若干額を戻している状況がみえる。具体的には、

行政府予算案の段階で要求案を上回っていた州は、デラウェア、イリノイ、ルイジアナ、ネバ

ダ、ウィスコンシンの 5 州であり、このうちデラウェアとイリノイは、ここでみられるように、
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通常行政府予算案も議決予算も要求額を上回るとしている。しかし、ルイジアナは 2007 年度

だけの異常な事態であり、ウィスコンシンも光熱水道費の高騰と債務返済による特別な状態だ

と回答している。また、ネバダは州政府の歳入見込みが大きく増収に振れた場合には、このよ

うなこともありうるということである。 

なお、行政府予算段階で削られた金額が議決段階で復活し、満額獲得できた州はアラバマ、

アリゾナの 2 州となっている。ただし、両州ともこの状態はイレギュラーであるとコメントし

ている。その他の州はすべて、行政府予算も議決予算も要求額を下回っているが、このうち 15

州はこれが通常のパターンであるとしている。 

また、州からの交付金予算については、２．１．で Zumeta と Layzell の指摘に言及したと

おり、州の経済状況や他の優先的な政策経費の動向に左右される傾向にある。そして、こうし

た高等教育予算額の変動に対する外部要因の影響については、Kane and Orszag らが実証研究

を行っており（Kane, Orszag and Gunter (2003)、Kane and Orszag (2003a)、Kane and Orszag 

(2003b)、Kane and Orszag (2004)、Kane, Orszag and Apostolovl (2005)など）、本稿ではこ

の先行研究の枠組みを援用して、行政府の承認や議会通過に当たっての影響度を４．２．で検

討する。 

 
4-1-6 行政府予算・議決予算における重点項目 

 この設問は、州知事が議会に提案する行政府予算の編成段階、および議会での予算議決段階

のそれぞれにおいて、(3)で検討した要求段階での重点項目がどの程度重視されているかを確

認したものである。回答は、(3)と同じく 8 つの項目について、重要度を 3 段階（高・中・低）

で評価して回答したものである（図 10-9）。全体的な傾向をみやすくするために、重要度に応

じて高いものから 3 点、2 点、1 点を加点し、合計点数を比較したのが図 10-10 である。 

 

図 10-9 行政府予算・議決予算における重点項目（重要度別） 
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図 10-10 行政府予算・議決予算における重点項目（重要度点数化） 
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この設問について、まず確認しておかなければならないのは、回答の低調さと欠損値（無回

答）の多さである。設問全体（8 項目×39 州）を見渡してみると、行政府・議会ともに低レベ

ルの考慮しかしていないと答えているのが 26.0％、完全な無回答が 46.5％で、あわせて 72.5％

となっている。つまり、中レベル以上の考慮点を何らかの形で答えているのは、27.5％しかな

いことになる。その原因については、今回の調査対象が SHEEO agencies であり、行政府や議

会に直接どの項目に重点をおいて予算額を決定しているのかを聞いたものではないことも考

えられる。実際に記述回答を確認してみると、コネチカット、オハイオ、ペンシルバニアなど

の SHEEO agencies からは回答に苦慮しているとの指摘があり、また行政府や議会での議論は

要求額の算出根拠とは別のところにあることが示唆されている。 

ちなみに、(3)の図 10-5 と図 10-10 に示した点数値について、スピアマンの順位相関係数を

とってみると、表 10-4 のようになっている。この結果明らかとなったのは、以下のような点

である。まず、要求額の算出に使用したフォーミュラで重要と思われている変数について、行

政府や議会では、ほとんど変動要因として考慮していない。むしろ、ベースラインに対する増

減要因に大きな関心が払われており、特に行政府よりも議会の方が予算要求側との優先順位の

共通性が高い。つまり、(5)で確認した「議会審議の際に若干額を戻している状況」を裏づけ

ているといえる。そして、行政府と議会の視点は、どちらかといえば親和的であり、決して相

反するものではない。ただし、先に指摘した「回答者が要求側である」というバイアスをあわ

せて考えると、フォーミュラの変数（需要量）の増加よりも、単価や全体価格の引き上げの方

に行政府や議会は敏感であるという感触を SHEEO agencies は持っていると考えられる。 
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表 10-4 予算要求時と行政府予算・議決予算における重点項目の順位相関係数（N=8） 

 

予算要求
（フォーミュラ）

予算要求
（ベースライン）

行政府 議会

相関係数 -.048 .395 .214

有意確率 (両側) .911 .333 .610

相関係数 .826
*

.857
**

有意確率 (両側) .011 .007

相関係数 .790
*

有意確率 (両側) .020

相関係数

有意確率 (両側)
議会

予算要求
（フォーミュラ）

予算要求
（ベースライン）

行政府

 

*p<.05, **p<.01 

 

さらに、例外的に明確な回答を得た州を紹介すると、以下のようになっている。まずニュー

ヨーク州では、在学生数の変動を行政府・議会ともに重視しており、2007 年度には、学生数の

増加に対応するため 1,000 万米ドルの追加予算が議決されたとしている（その他には、ワシン

トン州の議会が在学生数の変動を大きく考慮している）。また、ベースライン増減方式で要求

水準の重要な決定要因となっていた、給与の増加（アリゾナ・イリノイの行政府と議会）、新

規プログラムの開始（ニューヨーク・ワシントンの行政府と議会、テキサスの行政府）、新規

施設の運営・維持（イリノイ州の行政府と議会）、インフレ（ニューヨークとウィスコンシン

の行政府と議会）といった項目は、図 10-10 をみてみると相対的に重要度は高めである。ただ

し、個別の州をみてみると、上記カッコ内の限られた州の行政府・議会で重視されるにとどま

っている。また、給与の改定については、アリゾナとサウスダコタから、機関側の予算要求に

関係なく全州の公務員給与に連動するため、行政府で予算化される旨の記述回答があった。お

そらく同じ状況にある州が他にも存在すると推測される。 

 
4-1-7 行政府予算・議決予算における公的財政支出の措置根拠 

 この設問は、行政府予算の編成段階および議会での予算議決段階において、(4)で検討した

要求根拠がそれぞれの予算措置の決定根拠として考慮されているかどうかを確認したもので

ある。回答は、(4)と同じ 9 つの項目について、根拠としているか否かの 2 択となっている（図

10-11）。 
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図 10-11 行政府予算・議決予算のおける公的財政支出の措置根拠 
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根拠となっている 根拠となっていない 無回答 根拠となっている 根拠となっていない 無回答

行政府 議会

業績指標 ベンチマーキング 内的優先事項 外的優先事項 租税外財源の拡大

授業料水準の維持 授業料値上げ メリットベース学生支援 ニードベース学生支援  
 

 まず、(4)の図 10-7 の点数値と図 10-11 の根拠としている州数について、(6)と同じくスピ

アマンの順位相関係数をとってみると、表 10-5 のようになっている。つまり、採択側で税収

等を高等教育に措置する理由づけや視点は、行政府と議会で一致しており、また要求側との相

違もほとんどない。確かに、内的優先事項や外的優先事項といった包括的な意味合いの選択肢

に何が想定されているのか、あるいは図 10-11 にある回答が「要求側からみた採択側の視点」

であるという意味で、断定的な判断をするのは難しい。しかし、少なくとも要求側は、行政府

や議会との間に、高等教育に対する価値観や目的意識の相違をほとんど感じていないというこ

とは言えそうである。 

 

表 10-5 予算要求時と行政府予算・議決予算における公的財政措置根拠の順位相関係数（N=9） 

 

予算要求 行政府 議会
相関係数 .933

**
.933

**

有意確率 (両側) .000 .000

相関係数 1.000
**

有意確率 (両側) .

相関係数

有意確率 (両側)

予算要求

行政府

議会

 

**p<.01 

 

こうした要求側と採択側の親和性について、その中身をさらに詳しく検討すると、以下のよ

うな事柄もみえてくる。 

まず、業績指標とファンディングの関連づけについてであるが、実は予算要求時に 26 州

（66.7％）が中・高レベルの根拠として注意を払っていたのに対して、行政府・議会における

承認・通過時には 14～15 州しか根拠としてみていない。この様子をさらに詳しく集計したの

が表 10-6 である。ここで明らかとなっているのは、機関側の予算要求から行政府予算への計

上、議決に至るまで業績指標が根拠として考慮されているのは、12 州（30.8％）ということに

なる14。ただし、要求額算出時に中・高レベルで重視しながら、行政府・議会では無視されて

いる州が 10 州（25.6％）ある点に注意が必要である。このうちカンザスとテネシーは、業績
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指標を要求側でしか使用しておらず、特に有名なテネシーの業績ファンディングは、機関サイ

ドや仲介機関（テネシー高等教育委員会）が使用しているシステムということになる。 

 

表 10-6 業績指標の根拠として重要度（N=39） 

 

無回答 重要度－高 重要度－中 重要度－低

無回答 1 1 5 3 10

根拠となっている 0 0 1 0 1

1 1 6 3 11

無回答 1 0 1 2

根拠となっている 6 6 0 12

根拠となっていない 0 1 0 1

7 7 1 15

根拠となっている 0 1 0 0 1

根拠となっていない 4 1 3 4 12

4 2 3 4 13

行政府

根拠と
なっている

議会

合計

根拠と
なっていない

議会

合計

予算要求

合計

無回答

議会

合計

 

 

また、州経済への影響度などの外的優先事項を行政府・議会とも重視している州が 22 州

（56.4％）あり、また授業料水準の維持（15 州・38.5％）とニードベースの学生支援（20 州・

51.3％）については行政府・議会とも予算査定や審議の際に根拠としている。つまり、アクセ

スの改善は機関からの予算要求はもとより、行政府・議会に至るまで、あらゆる層で予算編成

の重要な考慮事項となっていることが確認できる。 

 
4-1-8 機関予算配分方法 

この設問は、議決された予算を機関に配分する方法として、ブロック型の一括交付金方式

（Lump sum distributions）、科目予算方式（Line item distributions）、特定目的科目方式

（Special legislative line items）をどのように組み合わせて使用しているかを確認してい

る（図 10-12）15。 

図 10-12 機関予算配分方法の累計 
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＋科目予算25‐50％
＋特定目的科目25％未満

7.7%

一括交付金50％超＋その他
7.7%

科目予算50％超

＋一括交付金25％未満

＋特定目的科目25％未満
7.7%

科目予算50％超

＋特定目的科目25％未満
5.1%

科目予算50％超＋その他
5.1%

その他, 10.3%
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総額の 50％超について、一括交付金方式を採用している州が 27 州（69.2％）と も多くな

っているが、このうち 20 州は他の方式を部分的に組み合わせている。逆に科目予算が 50％超

を占める州は 8 州（20.5％）あり、イリノイ、ニューヨーク、ルイジアナ、ノースカロライナ、

ネバダ、サウスダコタ、ウィスコンシン、ウェストバージニアとなっている。(5)で確認した

ように、議決予算で満額獲得できた 7 州のうち 4 州がこの中に含まれている。これは、行政府

や議会の統制が効きやすい科目予算制度の方が金額的に承認されやすい側面があることを示

唆しているとも考えられる。そこで、科目予算の採用度と(5)の行政府予算承認率および議決

予算通過率について相関を確認したのが表 10-7 である16。 

 
表 10-7 科目予算採用度と予算承認・通過率の相関（N=35） 

 

行政府予算承認率 議決予算通過率 科目予算採用度

Pearson の相関係数 .798
**

.462
**

有意確率 (両側) .000 .005

Pearson の相関係数 .399*

有意確率 (両側) .018

Pearson の相関係数

有意確率 (両側)

 
行政府予算承認率

議決予算通過率

科目予算採用度

 
*p<.05, **p<.01 

 
このように、両者には有意な正相関が認められ、上記の仮説をある程度裏づけている。なお、

科目予算主体として紹介した 8州のうちイリノイ、ルイジアナ、ウェストバージニアの各州は、

総額の 4 分の 1 未満ながら一括交付金方式も併用している。 

 

4-2 各州の属性と予算制度・プロセスの関係 

 以上 4-1 では、調査結果を概観した上で発見できた点をまとめ、また次の 4 つの仮説を提起

した。 

 

仮説１（4-1-2 より）：経常予算要求額の算出方法は州政府総支出額に占める高等教育支出の割

合と相関する。具体的には、高等教育予算の割合が大きな州ほど、利害調整が煩瑣なため、機

械的な算出が可能なフォーミュラ方式に頼る傾向にある。 

 

仮説２（4-1-3 より）：高等教育に関する予算要求額の算出を単価（p）×数量（q）とした場合、

p の変動が大きな費目にはベースライン増減方式が主に使用され、q の変動が大きな費目には

フォーミュラ方式を採用するのが合理的と考えられる。つまり、供給サイドの価格変動（教職

員給与の上昇など）に注目する州はベースライン増減方式をより適切と考え、また需要サイド

の数量変動（学生数の増加など）に関心が高い州はフォーミュラ方式を選好する傾向にある。 

 

仮説３（4-1-4 より）：高等教育に対して公財政負担を求める根拠については、全米の平均水準

に対する各州の位置づけが影響する。具体的には、学生当たり純負担額、学生当たり州交付金

額、学生当たり州政府学生支援額のバランスをみて、平均水準に足りない費目を重点的な根拠

として要求している。 
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仮説４（4-1-5 より）：機関側の予算要求に対する、行政府予算の承認率や議決予算の通過率に

ついては、高等教育以外の外部要因が重大な影響をおよぼす。具体的には、州の経済動向と社

会保障関連支出、治安維持関連支出、議会と知事の政党などである。 

 

 4-2 では、この 4 つの仮説を検証した上で、この調査から得られた知見をとりまとめる。 

 

4-2-1 仮説 1：経常予算要求額算出方法と州政府支出総額に占める高等教育支出の割合 

 まず、本調査で 4 分類されていた経常予算要求額算出方法と州の高等教育支出割合平均値の

分析を行う。4-1-2 の図 10-3 で確認した傾向は、表 10-8 でも明らかとなっており、フォーミ

ュラ方式に重きをおくほど、高等教育支出割合の平均値は高くなっている。なお、算出方法間

で 1％水準の有意差が認められた。 

 

表 10-8 経常予算要求額算出方法と州政府支出総額に占める高等教育支出の割合（2007 年度） 

 

経常予算要求額算出方法 州数 標準偏差

フォーミュラ方式 0.179 3 0.052
混合（フォーミュラ主体） 0.154 8 0.052
混合（ベースライン主体） 0.106 9 0.041
ベースライン増減方式 0.095 19 0.053
合計 39 0.056

高等教育支出割合平均値

0.161

0.099

0.116  
p<.01, η2=.253 

 

 ちなみに、先行研究（Jefferies and Smith-Tyge 2000, 4-6）では、フォーミュラ方式を単

独採用するする州が、メイソン・ディクソン線17以南に偏っている点を指摘している。こうし

た地域性が、本調査でも認められるかどうかを参考まで確認したのが表 10-9 である。結果と

して、南部はフォーミュラ方式を積極的に採用する州が半数を超え、北東部はベースライン増

減方式を主とする州しか存在しないことが分かる。そこで、南部と北東部にその他の地域（西

部・中西部）を含めて、地域と算出方法の間でクラメールの V を算出し、χ2検定を行ったとこ

ろ、1％の有意水準で一定の相関（クラメールの V＝.496）を確認することができた。 

 

表 10-9 経常予算要求額算出方法と地域区分 

 

経常予算要求額算出方法
フォーミュラ方式 2 0 1 3
混合（フォーミュラ主体） 6 0 2 8
混合（ベースライン主体） 4 1 4 9
ベースライン増減方式 2 5 12 19
合計

3

16

19

その他

11

28

合計

39

南部

8

6

14

0

6

6

北東部

 
p<.01, クラメールの V=.496 

 

4-2-2 仮説 2：経常予算要求額算出方法と需要サイド・供給サイドの変動 

 この仮説については、学生の増加や物価上昇の度合いが経常予算要求額算出方法に影響をお

よぼしていると想定したものである。まず、需要サイドである学生数の変動係数18と算出方法

の関係についてみたのが表 10-10 である。当初の予想とは逆に、需要サイドの変動が大きいほ
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ど、ベースライン増減方式を採用しているようにみえるが、算出方法間で平均値の有意な差は

確認できなかった。 

 

表 10-10 経常予算要求額算出方法と学生数の変動（2003-2007 年度） 

 

経常予算要求額算出方法 州数 標準偏差
フォーミュラ方式 0.02408 3 0.01775
混合（フォーミュラ主体） 0.02527 8 0.01352
混合（ベースライン主体） 0.04266 9 0.02705
ベースライン増減方式 0.02676 19 0.01554
合計 39 0.01922

学生数変動係数平均値

0.02495

0.03187

0.02992  

p=.318, η2=.027 

 

 次に供給サイドの物価上昇度合いについて、SHEEO が使用している混合物価調整係数19を使用

し、算出方法との関係を確認したのが表 10-11 である。 

 

表 10-11 経常予算要求額算出方法と物価水準の変動（1997 年度比 2007 年度水準） 

 

経常予算要求額算出方法 州数 標準偏差
フォーミュラ方式 1.47446 3 0.10535
混合（フォーミュラ主体） 1.45978 8 0.07108
混合（ベースライン主体） 1.39675 9 0.12106
ベースライン増減方式 1.31440 19 0.11750
合計 1.37554 39 0.12402

混合物価調整係数平均値

1.46379

1.34087

 
p<.01, η2=.204 

 

 こちらも事前の想定とは逆で、物価上昇の大きな州ほどフォーミュラを使用し、ベースライ

ンを主にしている州の物価上昇は相対的に低くなっている。これについては、1％水準の有意

差が認められた。つまり、予算要求額の算出を単価（p）×数量（q）とした場合に、p の変動

が大きい場合にはフォーミュラ方式が採用されやすく、q の変動が大きい場合にはベースライ

ン増減方式がどちらかというと採られているとみることができる。 

 ちなみに、フォーミュラ方式とベースライン増減方式のどちらの方が州政府交付金20を経年

で安定的に確保しているかを確かめたところ、表 10-12 のような結果が得られた。普通は、単

価を固定して機械的に計算されるフォーミュラの方が安定的にみえるが、実際にはベースライ

ンの方が変動が少ないことが 1％の有意水準で確認されている21。なお、先に図 10-1 で確認し

た経年の傾向とあわせて考えると、対象にした 5 年間の学生あたり州政府交付金は減少変動が

支配的あったため、「フォーミュラ方式の方が州政府交付金を減少させやすい」といい換える

こともできる。 
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表 10-12 経常予算要求額算出方法と州政府交付金の変動（2003-2007 年度） 

 

経常予算要求額算出方法 州数 標準偏差
フォーミュラ方式 0.06998 3 0.03176
混合（フォーミュラ主体） 0.08169 8 0.02344
混合（ベースライン主体） 0.05937 9 0.01865
ベースライン増減方式 0.05013 19 0.01605
合計 0.06026 39 0.02248

学生当たり州政府交付金の変動係数

0.07850

0.05310

 

p<.01, η2=.265 

 

4-2-3 仮説 3：公的財政支出の根拠とコストシェアリングの状況 

この仮説は、州内のコストシェアリングの状況が学生・家計の負担に偏っていれば授業料水

準の維持や学生支援が大きな根拠を持ち、公的支出が大きければ業績指標や政策的優先事項に

注目が移るという想定をしている。そして、予算要求に当たっては、他州との相対的位置が意

味を持つという前提をおいている22。 

 

表 10-13 公財政支出の要求根拠に関する相関分析（N=39） 

 

業績指標
ベンチマーキ
ング

内的優先事
項

外的優先事
項

租税外財源
の拡大

授業料水準
の維持

授業料値上
げ

メリットベー
ス学生支援

ニードベース
学生支援

Pearson の相関係数 .333* .342* .471** 0.292 .335* .434** -0.05 0.138
有意確率 (両側) 0.039 0.033 0.002 0.071 0.037 0.006 0.761 0.402
Pearson の相関係数 .420** 0.298 0.306 0.276 0.134 .347* .409**
有意確率 (両側) 0.008 0.065 0.059 0.089 0.417 0.03 0.01
Pearson の相関係数 .392* 0.278 0.268 .340* 0.065 .332*
有意確率 (両側) 0.014 0.087 0.099 0.034 0.696 0.039
Pearson の相関係数 .327* 0.031 0.198 0.106 0.212
有意確率 (両側) 0.042 0.85 0.227 0.519 0.195
Pearson の相関係数 .363* 0.091 -0.077 0.103
有意確率 (両側) 0.023 0.58 0.643 0.535
Pearson の相関係数 0.292 0.269 0.14
有意確率 (両側) 0.071 0.098 0.397
Pearson の相関係数 0.177 0.069
有意確率 (両側) 0.281 0.678
Pearson の相関係数 .402*
有意確率 (両側) 0.011
Pearson の相関係数

有意確率 (両側)

授業料値上
げ

メリットベー
ス学生支援

ニードベース
学生支援

業績指標

ベンチマーキ
ング

内的優先事
項

外的優先事
項

租税外財源
の拡大

授業料水準
の維持

 
*p<.05, **p<.01 

 

 そうした内容を検証する前に、まず今回調査した 9 つの要求根拠について相関分析23をして

みると、表 10-13 のようになっている。ここで明らかにみられるのは、業績指標が外的優先事

項と授業料値上げに対して 1％有意水準で正相関していることである。反対に学生支援に対し

ては、メリットベースおよびニードベースともに有意な相関を示しておらず、メリットベース

に至っては逆相関の可能性さえ示している。つまり、業績指標を盾に予算要求を行っている州

は、州経済への貢献などを強調し、授業料の値上げさえ厭わない「外向的積極姿勢」で予算を

求めている姿がみられる。それに対して、ニードベースの学生支援は、ベンチマーキングと 1％

有意水準で、また内的優先事項やメリットベース学生支援と 5％有意水準で正相関している。

つまり、ニードベースの学生支援を重要視している州は、高等教育の機会均等や州内機関の公

平性確保とコンピタンスの向上など「内向的課題対応」をもとに予算要求を行っている訳であ

る。 
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では、こうした 2 つの姿勢について、どの州がどのような傾向を示しているのか。それを探

るために、クラスター分析24を行った結果が図 10-13 のデンドログラムとなっている。回答内

容と照らし合わせてみると、クラスターは図 10-13 に付記したとおり、大きく 5 つの解釈で分

類を説明することができる。具体的には、外向的積極姿勢を重視している州（7 州・タイプ A

とする）、外向的積極姿勢を重視しながらも内向的課題対応も同じ程度重くみている州（6 州・

タイプ B とする）、内向的課題対応を第一義にみて外向的根拠も併用している州（13 州・タイ

プ C とする）、内向的課題対応を重視している州（5 州・タイプ D とする）、その他（8 州・タ

イプ E とする）である。州内のコストシェアリングの状況との相関を分析するにあたっては、

この 5 つの姿勢別に有意差を検証する。 

 

図 10-13 公的財政支出の要求根拠にもとづくクラスター分析結果 

 

 

 

なお、コストシェアリングを表現する指標としては、公立高等教育における学生・家計の純

負担額割合25をみるのが適切と判断した。なぜなら、4-1-4 であげた 3 つの要素が下式のように

すべて反映しているからである。 

 

学生・家計の純負担割合＝
学生当たり学費 学生支援

学生当たり州政府交付金＋（学生当たり学費 学生支援）
 

 

 

 その結果は表 10-14 のようになっており、学生・家計の負担が高いほど外向きの要求根拠を

使用するといった、想定とは逆の傾向がわずかにみられる（グループ E の要求姿勢は除いた）。

ただし、要求姿勢間に統計的な有意差は認められず、州内のコストシェアリングの状況が要求

Ｂ外向重視 

内向併用 

Ａ外向重視 

Ｃ内向重視・外向併用 Ｅその他 

Ｃ内向重視 

外向併用 

Ｄ内向重視 
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根拠に影響を与えるという仮説を裏づけることはできなかった26。むしろ、表 10-15 にみられ

るとおり、州政府支出総額に占める高等教育支出の割合に対する相関の方が強く（10％有意水

準）、高等教育の予算負担が相対的に重い州ほど、外向きの理由づけが必要となる傾向にある

ことが分かる27。また、さらに強い相関を示しているのが、教員の給与水準であり、4 年制大学

教授職の平均給与28は、要求姿勢の間で 1％水準の有意差が確認されている（表 10-16）。これ

は、教員の給与が一定以上に達すると学生支援などディマンドサイドに対する政府支出が求め

られるようになると解釈することもできるし、内的なコンピタンスに対する主張が大きいため

給与水準が高めに維持されているという要求姿勢の成果としてとらえることも可能である。 

 

表 10-14 予算要求姿勢と公立高等教育における学生・家計の純負担度（2007 年度） 

要求姿勢 州数 標準偏差

Ａ　外交重視 0.39570 7 0.10309
Ｂ　外向重視・内向併用 0.42361 6 0.05118
Ｃ　内向重視・外向併用 0.40437 13 0.16862
Ｄ　内向重視 0.37948 5 0.13505
合計 31 0.12867

学生・家計の純負担割合
平均値

0.40858

0.39746

0.40212  
p=.817, η2=.002 

 

表 10-15 予算要求姿勢と州政府支出総額に占める高等教育支出の割合（2007 年度） 

要求姿勢 州数 標準偏差

Ａ　外交重視 0.14143 7 0.05122
Ｂ　外向重視・内向併用 0.15500 6 0.05737
Ｃ　内向重視・外向併用 0.11000 13 0.05259
Ｄ　内向重視 0.10680 5 0.06594
合計 31 0.05617

高等教育支出割合
平均値

0.14769

0.10911

0.12529  

p<.10, η2=.119 

 

表 10-16 予算要求姿勢と 4 年制大学教授職の平均給与（2006 年度） 

要求姿勢 州数 標準偏差

Ａ　外交重視 64,533         7 5,668           
Ｂ　外向重視・内向併用 61,571         6 7,163           
Ｃ　内向重視・外向併用 70,161         13 6,205           
Ｄ　内向重視 71,940         5 11,424         
合計 31 7,951           

4年制大学教授職平均給与
（単位：米ドル）

63,166         

70,655         

67,514                               

p<.01, η2=.223 
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4-2-4 仮説 4：行政府・議会の承認率・通過率に影響する外部要因 

 後の仮説については、機関側から提出された予算要求がどのような要因によって州知事や

議会において増減されるかを検証する。すでに 4-1-5 で紹介しているとおり、州政府の高等教

育予算は、景気要因や他の施策により影響を受けることが Kane and Orszag らによって実証さ

れている。具体的には、景気変動による失業率の増減と、それにともなうメディケイド等の社

会保障費の増減が高等教育予算の変動要因となっていることを経年データで示したものであ

る。仮説４においても、この先行研究のフレームワークを参照しつつ、以下のような線形回帰

分析を試みることにした29。 

 

①機関側予算要求に対する行政府予算案の承認率 

ABRi OBRi βj

m

j 1

fij εi 

 

（i=1･････n, m=8） 

 

ABRi=i 州の機関側予算要求に対する行政府の承認率 

OBRi=i 州の機関側の要求水準（=1） 

fi1=i 州の公立高等教育機関のフルタイム換算学生数の増減率（2002-07 年度）30 

fi2=i 州の州政府総支出に対する初等中等教育経費支出の割合（2007 年度）31 

fi3=i 州のメディケイド支出の増減率（2006-07 年度）32 

fi4=i 州における州知事の予算要求枠設定権限ダミー（2008 年調査）33 

fi5=i 州の州知事と州上院多数派の政党相違ダミー（2007 年 1 月現在）34 

fi6=i 州の州知事と州下院多数派の政党相違ダミー（2007 年 1 月現在）34 

fi7=U.S. News & World Report の Best Colleges 2009 における i 州のトップ・キャンパスのス

コア35 

fi8=i 州の立地ダミー（南部=1） 

εi=誤差項 

 

事前に従属変数 ABRiに対する独立変数（fi1～fi8）の内容について簡単に紹介しておくと、ま

ず fi1～fi3は、州内の高等教育需要の高まりとその他の施策の需要の影響を反映したものであ

る。NASBO（2008b, 4）にあるとおり、米国の州政府支出の構成は、初等中等教育とメディケ

イドが同じ 21.2％で同率 1 位となっており、高等教育はそれにつづく 10.5％である。よって、

Kane and Orszag らの検討したメディケイドとともに初等中等教育の需要も高等教育予算に影

響をおよぼす要因として加えるべきと判断した。また、fi4～fi6は州政府における予算決定過程

の力関係を示すものであり、fi4は州知事が行政府下部組織に対して予算案段階でどれだけ縛り

をかけることができるかをみたものである。fi5～fi6は、政治的なパワーバランスの影響を要因

に含めている。 後に fi7～fi8は、遠因として全米における州立大学のレピュテーションや立

地の影響を分析に加えた。結果として導き出された回帰式は以下のとおりである（n=34、F 値

=5.536、調整済み R2=.516）。 
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ABRi=1.003(OBR)+.292･fi1-.1.116･fi2+.168･fi3+.054･fi4-.072･fi5+.115･fi6+.002･fi7-.051･fi8 

(18.782)   (1.875) (-3.845)   (1.665) (2.234) (-3.227)  (4.910)  (3.897) (-2.477) 

 

 定数項≒1 となっているため、ほぼ OBR とみてよい回帰式となっている。大まかにみて、知

事査定予算の段階で初等中等教育の需要による削減圧力がかかりやすく（非標準化偏回帰係数

＝-1.116）、高等教育需要は相対的に拮抗し得ないレベルにあることが分かる。今回の調査結

果をみる限りは、初等中等教育の方がメディケイドよりも他施策としての影響度は明確で大き

い。また、興味深いのは政治的な力関係であり、上院が知事の反体政党であった場合には削減

圧力が働き、下院が反対政党の場合にはプラスの係数を示している。先述のとおり、一般的な

傾向としては行政府で絞った予算が議会で復活する傾向にあり、相対的に議決権が優位にある

下院に反対政党が多いと、あらかじめ削減幅を小さくする傾向にあるという推測もできる。ま

た、レピュテーションの高いキャンパスを保持しているほど、若干ではあるが削減を小さくし

ようとする意向が働く可能性もみえる。さらに、南部の州に若干ながら削減する意向がでてい

る。 

 

②行政府予算案に対する議会議決時の通過率 

LPBi γ δABR ABRi δj

m

j 1

gij εi 

 

（i=1･････n, m=6） 

γ=定数項 

ABRi=i 州の機関側予算要求に対する行政府の承認率 

gi1=i 州の州政府総支出に対する初等中等教育経費支出の割合（2007 年度）36 

gi2=i 州のメディケイド支出の増減率（2006-07 年度）37 

gi3=i 州の州知事と州下院多数派の政党相違ダミー（2007 年 1 月現在）34 

gi4=i 州の失業率38 

gi5=i 州の物価指数 19 

gi6=i 州の立地ダミー（南部=1） 

εi=誤差項 

 

上記の内容については、gi1～gi2は、州内の高等教育以外の施策の需要を反映したものであり、

①の fi2～fi3と同じである。gi3は州政府における予算決定過程の力関係を示すものであり、こ

れも①の fi6と同一変数となっている。そして、議会の議決率については、このほかの環境要

因の影響力が分析において大きく現れたため、gi4の州内失業率、gi5の州内の物価変動などを、

環境要因として加えている（gi6は①の fi8と同一変数）。結果として導き出された回帰式は以下

のとおりである（n=34、F 値=15.494、調整済み R2=.749）。 

 

LPBi=.381＋.617･ABRi -.319･gi1-.219･gi2+.034･gi3-1.597･gi4+.144･gi5-.035･gi6 

(2.727) (6.401) (-1.859) (-3.089)  (2.259) (-2.827)  (2.630) (2.362) 
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 まず、式の 初の 2 項をみてみると、行政府が機関側の予算要求案を増減額せずにパススル

ーすると（ABRi=1）、γ（.381）＋δABR（.617）・1=.998 となり、議会に機関側の予算要求額が

そのままかけられるような計算構造になっている。他の施策としては、初等中等教育とメディ

ケイドは大きな減額要素となっているが、それよりも敏感に反応しているのが外部要因として

の州内失業率である。この偏回帰係数（非標準化）からすると、失業率が 1％増えると議会で

行政府予算案を約 1.6％減額する圧力がかかることになる。州内の経済状況とそれにもとづく

州民（選挙民）の生活・就労環境に議会の方がより注目しているとみることもできる。なお、

物価水準の変動には議会の方が柔軟な対応がみられ、知事と下院の政党対立や立地条件は、行

政府と同様の傾向が確認できる。 

 

4-3 米国州政府の高等教育予算プロセスの調査結果まとめ 

以上、第 4 節において確認、検証された内容をまとめると表 10-17 のようになる。 

 

表 10-17 米国州政府の高等教育予算プロセスの特徴 

比較項目 フォーミュラ方式 ベースライン増減方式 

州数（N=39） 11 州（28.2％） 28 州（71.8％） 

変動要因 ・在学生数や修学レベル ・物価水準や教職員給与 

物価水準 ・変動が相対的に大きな州が採用 ・変動が相対的に小さな州が採用

高等教育支出割合 ・相対的に大きな州が採用 ・相対的に小さな州が採用 

州政府交付金 ・変動は相対的に大きい ・変動は相対的に小さい 

予
算
要
求
算
出
方
法 

地域性 ・南部の州が主に採用 ・北東部の州はこの方式のみ採用

比較項目 外向的根拠重視 内向的根拠重視 

州数（N=31） 13 州（41.9％） 18 州（58.1％） 

重点根拠 ・業績指標や外的優先事項 ・学生支援や内的優先事項 

高等教育支出割合 ・相対的に大きな州が根拠とする ・相対的に小さな州が根拠とする

大学教員給与 ・相対的に低い ・相対的に高い 

機
関
側
予
算
要
求 公

的
財
政
支
出
根
拠 

学生・家計の負担 有意な差は認められない 

比較項目 行政府予算 議決予算 

変動要因 ・ベースライン増減方式と整合 

公財政支出根拠 ・機関側予算要求と整合 

対
機
関
要
求 

機関配分方法 ・一括交付金よりも科目予算の方が承認・通過率が高い 

行
政
府
予
算
・
議
決
予
算 

承認率・通過率の 

規定要因 

行政府予算承認率＝機関側予算要求

（1.003）＋0.292・学生増減率－1.116・初

等中等教育支出割合＋0.168・メディケ

イド増減率＋0.054・州知事予算要求枠権限－

0.072・上院対立政党＋0.115・下院対立政党＋

0.002・大学ランキング－0.051・南部 

議会予算通過率＝0.381＋0.617・行政府 

予算承認率－0.319・初等中等教育支出割合－

0.219・メディケイド増減率＋0.034・下院対立  

政党－1.597・失業率＋0.144・物価指数  

－0.035・南部 
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５. 米国州政府の高等教育予算制度が持つ日本への示唆 

 以上、第 4 節をとおして、高等教育機関側の予算要求額算出方法と要求根拠の選択要因、行

政府予算案での承認や州議会での議決に影響をおよぼす州の属性などを明らかにした。ここで、

前年度予算額をベースにした古典的な予算要求は、様々な変動要因が小さく、安定した州で継

続的に使用されており、その増減根拠は州知事や議会にも共有され、受け入れられやすいこと

が改めて分かった。それもブロック型の一括補助ではなく、科目予算ベースで機関に配分され

ていれば、なおのこと予算額は確保されやすい傾向にある。つまり、Salmi and Hauptman（2006）

の示したファンディング・メカニズムの進化は、米国における公的な高等教育機関の予算確保

という意味から考えると、進化するほど予算確保が不安定で難しくなるという逆説的な性格を

はらんでいる訳である。ただし、留意しなければならないのは、採用されたファンディング・

メカニズムが不安定を引き起こす原因となっているのか、それとも安定的な予算確保が困難と

なった際に、機関側の自衛手段や政府・議会側の提供するインセンティブ機構としてファンデ

ィング・メカニズムが進化するのか、それとも両方の要因が錯綜しているのかという点を確認

する必要があるということである。 

また、そうした安定性の低下には、行政府が注目する初等中等教育などの他施策の必要資源

増加や議会が重視する景気動向（失業率）などの外部要因とともに、1980 年代から導入された

新公共経営（New Public Management: NPM）の影響も見逃せない。高等教育における NPM は、

機関側に資金調達や経営上の裁量を与えるかわりに、一定の成果とその実績報告を約束し、限

られた資源の中での効率性を追求するという文脈で導入される傾向にある。そうした中でファ

ンディング・メカニズムは、競争的資金＋フォーミュラという形に落ち着き、政府・議会側の

意思決定プレッシャーは低下している（マージンソン 2009, 43）。言い換えると、教育・研究

などの機関の成果は、機関側の起業家的な努力にゆだねられ、政府と議会は単純なインプット

の絞り込みに動いてしまうジレンマが確認されている。 

今回のマクロ的な調査研究は、2008 年初頭の一時点におけるスナップショットを検討したも

のであり、動態的な分析には至っていない。この研究の発展形として州の重点施策と経済動向、

政府部門の改革などの歴史的経緯とファンディング・メカニズムの相関が検討されるべきであ

ろう。 

日本の国立大学に対する公的財源措置も Salmi and Hauptman（2006）の進化過程をたどった

ものであり、科目予算の放棄とブロック補助金（運営費交付金）の導入は、政府・議会の予算

意思決定に対するプレッシャーを減じているとみてよい。運営費交付金の差額補填的な計算構

造は他国に類をみないものであるが、実質的には総額をベースライン増減方式で決定しながら、

外面的には政府支出の変動が大きいフォーミュラ方式を採用するという二重構造が特徴であ

る。つまり、法人化前と比較すると、外的要因（日本の場合には、特に政府の財政改革との関

係）で総額が変動する上に、外見にはフォーミュラ方式で計算されるという、大学にとって不

安定要素を増幅するようなメカニズムに変更されたことは、米国の事例からも裏づけられる。 

ただし、本稿の冒頭でも確認したとおり、米国の高等教育に対する州政府予算は、総枠が縮

小していたのではなく、学生あたり金額で 5 年間の減少実績があったに過ぎない。日本の国立

大学のような、「経路依存性をもった過去の実績に対して一律のカットを加える」という方式

は、米国には全くみられず、日本の政府・議会が高等教育予算に対する戦略的な意思決定を放

棄しているとも見受けられる。 
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日本の国立大学の第二期中期目標期間が 2010 年度に始まるが、運営費交付金制度に関して

は「各法人の努力と成果を評価し資源配分に適切に反映することを通じ競争的環境を醸成し切

磋琢磨を促すこと、各大学の改革を支援し大学の多様化と機能別分化を促すこと、各大学の特

性・状況に配慮しつつ大学経営の効率化を促すこと」が制度改正等の措置として強く打ち出さ

れている（文部科学省 2009）。こうした戦略的方向づけを取り戻すことにより、必要なインセ

ンティブ・システムを運営費交付金制度に再構築し、第一期中期目標期間に現れた経路依存的

な資源の多寡にもとづく消極的機能分化から早急に脱出しなければならない。その検討のため

の基礎情報として、米国の州政府高等教育予算に関する、本論のマクロ的分析および吉田・水

田（2009）によるミクロ的な個別州の事例が役立つことを願っている。 
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50 音順）：阿曽沼明裕（名古屋大学）、柴山盛生（国立情報学研究所）、田中秀明（一橋大学）、南部広孝

（京都大学）、西出順郎（岩手県立大学）、米澤彰純（東北大学）。この場を借りて、改めて厚くお礼を申

し上げたい。 
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加筆したものである。また、本稿中の意見は、執筆者の個人的な意見であり、所属機関等の公式見解では
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＜注＞ 

                                                  
1 米国では X 年 9 月開始年度を X-X+1 年度（例．2007 年 9 月開始であれば 2007-08 年度または 2007/08

年度）と記載するのが一般的であるが、本稿では X 年度（2007-08 年度であれば 2007 年度）として、記

載を統一する。 
2 Ehrenberg（2006, 219）において、Heller は「1987 年度以降（2004 年度まで）、3 カ年の例外を除いて、

州政府は総支出の増加期には高等教育支出を増加させるものの、その増加率は総支出ほど大きくなく、総

支出の減少期には高等教育支出の減少率の方が大きくなる」と指摘している。 
3 州政府の高等教育交付金、公立大学フルタイム換算学生数、フルタイム換算学生あたり州政府交付金は、

SHEEO 提供データベース

（http://www.sheeo.org/finance/shef/2008%20tables/SHEF%20Data%201997-2007%20by%20state%20cons

tant%20dollars.xls）よりデータを入手した。また、州政府支出総額は、NASBO(1999, 7)、NASBO(2000, 7)、

NASBO(2001, 7)、NASBO(2002b, 7)、NASBO(2003, 7)、NASBO(2004, 7)、NASBO(2005, 7)、NASBO(2006, 7)、

NASBO(2007, 7)、NASBO（2008b, 7）の表にある対前年度比変化率データを採用。 
4 このような州政府の財政危機に対応するため、2009 年 2 月 17 日に大統領が署名した米国再生・再投資

法（American Recovery and Reinvestment Act: ARRA）により、連邦政府から Medicaid の増加対策 870

億米ドル、州政府活動を維持するための資金（State Fiscal Stabilization Fund）540 億米ドルなどの

財源措置がなされる。なお、州政府の財源不足額の試算については、別途 Boyd (2009)などがある。また、

ARRA により州政府に配分される連邦資金を高等教育に活用するように、Delta Project、National Center 

for Public Policy and Higher Education と National Center for Higher Education Management Systems 

(NCHEMS)が、共同で政策提言を行っている。 
5 高等教育機関と州政府の間の仲介役を担う理事会（Governing Board）や調整委員会（Coordinating 

Board）などを指している。その役割は、州により多様であり、McGuinness（2004, 13-18）に詳しい紹介

がある。 
6 イリノイ高等教育理事会（Illinois Board of Higher Education）では、監査法人の協力のもとに、1965

年から公立大学の専攻別単位費用の算出をつづけている（Illinois Board of Higher Education, 1995）。

なお、全米的な費用調査の取り組みとしては、連邦教育省教育統計センター（National Center for 

Education Statistics: NCES）が実施している 4 年制大学の費用・生産性調査（Delaware Study）と高等

教育ベンチマーキング機関（National Higher Education Benchmarking Institute）が実施しているコミ

ュニティ・カレッジの費用・生産性調査（Kansas Study）があることは周知のとおりである。 
7 米国州政府の高等教育予算の配分方式分類については、Jones（1984, 41-62）において、多目的資金と

特定目的資金分けた上で、前者は増分主義とフォーミュラ、後者は増分主義、目的別/競争的配分、フォ

ーミュラを適用可能とし、そのそれぞれについて強み・弱みを比較評価している。また、 Layzell（2007）

は、表 2 の McKeown-Moak（2006）および MGT of America（2001）とほぼ同じ 5 分類（増分主義、フォー



１０．米国州政府における高等教育予算編成プロセスの現状 

 203

                                                                                                                                                  
ミュラ、業績ファンディング、業績契約、バウチャー）を採用しており、望ましいとされる 14 の特性（公

平性、適切性、目標ベース、使命に対する敏感さ、規模に対する反応、有効で信頼性の高いデータの使用、

変化に対する対応度、経済状況に対する適用度、安定性、理解しやすさ、特殊状況への適用性、柔軟性、

インセンティブ、均衡予算への対応）からみてどの分類にどのような長短があるのかを整理している。さ

らに、こうした配分メカニズムの比較評価については、Salmi and Hauptman（2006）において、国際的な

例示をもとにまとめられている。 
8 NACUBO（National Association of College and University Business Officers）の機能分類定義によ

る。 
9 純平方フィート（Net Square Feet）と総平方フィート（Gross Square Feet）の略。 
10 NASBO（2008b, 24） 
11 ただし、ペンシルバニアのように、ニードベースの学生支援が機関ベースの高等教育予算とは別建て

になっているケースもある。 
12 交渉型予算からファンディング・フォーミュラを経て、成果主義型に移るような進化が考えられてい

る。 
13 図 8 については、グラフの見やすさを考えて、 小値 0.9、 大値 1.1 で表示している。なお、州の略

称については、以下のようになっている（アルファベット順）：AK（アラスカ）、AL（アラバマ）、AR（ア

ーカンソー）、AZ（アリゾナ）、CO（コロラド）、CT（コネチカット）、DE（デラウェア）、FL（フロリダ）、

ID（インディアナ）、IL（イリノイ）、NY（ニューヨーク）、KS（カンザス）、KY（ケンタッキー）、LA（ル

イジアナ）、MD（メリーランド）、ME（メイン）、MN（ミネソタ）、MO（ミズーリ）、MS（ミシシッピー）、NC

（ノースカロライナ）、ND（ノースダコタ）、NE（ネブラスカ）、NH（ニューハンプシャー）、NJ（ニュージ

ャージー）、NM（ニューメキシコ）、NV（ネバダ）、OH（オハイオ）、OK（オクラホマ）、OR（オレゴン）、PA

（ペンシルバニア）、SD（サウスダコタ）、TN（テネシー）、TX（テキサス）、UT（ユタ）、VA（バージニア）、

WA（ワシントン）、WI（ウィスコンシン）、WV（ウェストバージニア）、WY（ワイオミング）。 
14 予算要求から採択まで一貫して業績指標を重視している 12 州は、以下のとおりである：アリゾナ、ケ

ンタッキー、メリーランド、ミネソタ、オハイオ、オレゴン、サウスダコタ、テキサス、ユタ、バージニ

ア、ウィスコンシン、ワイオミング。 
15 調査票の中では、この他に機関予算配分時の重点項目や根拠を予算要求額算出時と同じ選択肢で聞い

ているが、回答率が低かったため、今回は分析対象から外した。 
16 科目予算の採用度については、数値域を示すカテゴリー・データをそのまま使用せず、次のように数

値域中心値で数値データに変換して使用した：50-100％＝0.75、25-50％＝0.375、25％未満＝0.125。 
17 メイソン・ディクソン線（Mason-Dixon Line）は、現在の米国におけるペンシルベニア州、デラウェ

ア州と、メリーランド州、ウェストバージニア州との間の州境の一部を定める境界線である。1763 年か

ら 1767 年にかけてこの線の測量を行ったチャールズ・メイソンとジェレマイア・ディクソンにちなんで

名付けられた。一般に、アメリカ合衆国の北部と南部とを隔てる境界であると認識されている。（Wikipedia

より） 
18 SHEEO 提供データベース

（http://www.sheeo.org/finance/shef/2008%20tables/SHEF%20Data%201997-2007%20by%20state%20cons

tant%20dollars.xls）より、メディカルスクールを除く 1997－2007 年度のフルタイム換算学生数（FTE）

の変動係数を使用。 
19 SHEEO 提供データベース

（http://www.sheeo.org/finance/shef/2008%20tables/SHEF%20Data%201997-2007%20by%20state%20cons

tant%20dollars.xls）より、1997 年度混合物価調整係数（2007 年度基準）の逆数を使用。混合物価調整

係数は、次の 3 つの要素を加味して、州ごとに計算されている：(1)高等教育費用調整係数（Higher 

Education Cost Adjustment: HECA; ホワイトカラーの雇用費用指数（75％）＋GDP デフレータ（25％）

で作成されており全州共通）、(2)在学生構成指数（Enrollment Mix Index: EMI; 大学特性別の学生当た

り経費の差を加味した指数）、(3)生活費調整係数（Cost of Living Adjustment: COLA; 住居費を中心と

した州別の生活費物価指数）。 
20 SHEEO 提供データベース

（http://www.sheeo.org/finance/shef/2008%20tables/SHEF%20Data%201997-2007%20by%20state%20cons

tant%20dollars.xls）より、2003-2007 年度のメディカルスクールを除くフルタイム換算学生当たり教育

目的州政府交付金（2007 年度基準混合物価調整済み実質値）の変動係数を使用。 
21 予算要求額算出方法とコストシェアリングの状況（学生・家計の純負担割合＝１－州政府交付金割合）

の相関も確認したが、有意な差は認められなかった（p=.206, η2=.043）。 
22 公財政支出に対する要求根拠の選択肢に「ベンチマーキング」が含まれているが、これは機関間のベ

ンチマーキングを指しており、州の間での比較を指していない。 
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23 ４．１．１．の(4)で図 7 の作成時に使用した重要度の配点（高：3 点、中：2 点、低：1 点、無回答：

0 点）を使用している。 
24 相関分析の結果から、業績指標との相関が 1％有意水準だった外的優先事項と授業料値上げ、ニードベ

ース学生支援との相関が1％有意水準だったベンチマーキングとメリットベース学生支援の6つに絞って

分析した。また、クラスターの分離をよくするため、重要度の重みづけを高：5、中：3、低：1、無回答：

0 に変更している。間隔の測定は平方ユークリッド距離、クラスターの分類にはウォード法を採用した。

なお、図 13 の州の略称は、注 13 に準じている。 
25 SHEEO 提供データベース

（http://www.sheeo.org/finance/shef/2008%20tables/SHEF%20Data%201997-2007%20by%20state%20cons

tant%20dollars.xls）より、2007 年度のメディカルスクールを除くフルタイム換算学生当たりの純負担

額割合（2007 年度基準混合物価調整済み実質値）を使用。 
25 公財政支出に対する要求根拠の選択肢に「ベンチマーキング」が含まれているが、これは機関間のベ

ンチマーキングを指しており、州の間での比較を指していない。 
26 この分析については、要求姿勢を 2 区分（ＡとＢ・ＣとＤ）にまとめる、逆に 9 つの要求根拠に分解

する、あるいはコストシェアリングの状況を学生当たり純負担額、州交付金額、学生支援額に 3 つに分解

し、あるいは後者について実数値を全米における相対的位置づけ（偏差値＝50＋10×（州の値－全米平均

値）／標準偏差）に直すといった処理をしても有意な相関を確認することはできなかった。 
27 Ｅグループ（その他）の 8 州を除いて分析した。 
28 NEA (2008, 21) 
29機関側の予算要求に対して行政府の承認率や議決予算の割合が著しく低い州については、分析から除外

している（ノースカロライナ、ペンシルバニア、サウスダコタ、バージニア）。また、ネブラスカは無回

答であり、残りの 34 州を対象とした。ちなみに、全米の州議会でネブラスカのみ一院制をとっている。 
30 SHEEO（2008a, 25） 
31 NASBO（2008b, 17） 
32 NASBO（2008b, 49） 
33 NASBO（2008a, 30） 
34 以下より政党別地図を使用（今回の調査回答のもとになっている 2008 年 1-3 月現在の直近予算を審議

した際の政党になるようにさかのぼった）： 

知事政党（2008 年 4 月現在）：

http://upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/archive/0/0c/20080722023925%21United_States_Gov

ernors_map.svg 

州上院多数派政党（2007 年 1 月現在）：

http://upload.wikimedia.org/wikipedia/en/archive/f/f3/20071108045239%21States_upper_house_pol

itical_majority.png 

州下院多数派政党（2007 年 1 月現在）：

http://upload.wikimedia.org/wikipedia/en/archive/c/c4/20080701211141%21States_lower_house_pol

itical_majority.png 
35 以下のウェブサイトより「全米レベルの大学（national universities）」と位置づけられた州立のキ

ャンパスのうち、 も評価の高いキャンパスのスコアをその州のスコアとした（なお、ランク内に一つも

州立大学のキャンパスが入っていない州はスコアをゼロとした）：

http://colleges.usnews.rankingsandreviews.com/college/national-top-public 
36 NASBO（2008b, 17） 
37 NASBO（2008b, 49） 
38 米国労働省労働統計局（US Department of Labor, Bureau of Labor Statistics）の発表している失

業指標 U-6（total unemployed：就業を希望しつつ求職活動をしている失業者＋all marginally attached 

workers：仕事も求職もしていないが職を希望していてすぐに仕事に就くことができ過去に求職活動をし

たことのある者＋total employed part time for economic reasons：フルタイムの仕事を希望してそれ

にすぐ就くことができるが不況等のために不本意ながらも短時間労働に甘んじている者の割合）について、

2005-07 年の州別平均値を使用した。 

※上記の U-6 の説明については、次のウェブサイトを参照した：

http://www.works-i.com/flow/lm/university/university17_1.html 


